
国立医薬品食品衛生研究所の改革案について

改革効果１ ヒト（組織のスリム化）

▲３人

＜平成22年度＞
２１６人

＜平成23年度～＞
２１３人

＜平成21年度＞
２１７人

≪削減数≫

改革効果１．ヒト（組織のスリム化）

（内訳） （内訳） （内訳） ▲３人（ 訳）
管理部門 ２６人
研究部門 １９１人

（ 訳）
管理部門 ２４人
研究部門 １９２人

（ 訳）
管理部門 ２４人
研究部門 １８９人

年度 年度 年度 年度 年度 年度

・毎年度２％以上の合理化（国立衛研全体）

○ 定員合理化・増員による年度別定員数の推移
仕分け後

・管理部門について、引き続き毎年度そ
の必要性の検討を行う。

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

定員 ２２５ ２２３ ２２１ ２１７ ２１６ ２１３

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

・管理部門の合理化

定員 ２９ ２９ ２７ ２６ ２４ ２４

≪売却見込額≫

▲９ ８８２百万円府中移転後の 敷地（世田谷区上用賀）の売却 （面積 30 578 5㎡）

２．モノ（余剰資産などの売却）

※ 国有財産台帳価格

▲９，８８２百万円・府中移転後の、敷地（世田谷区上用賀）の売却 （面積 30,578.5㎡）
※ 移転時期の見込みは平成30年度末

３．カネ（財政支出の削減）

※ 運営費（人件費を除く）、試験研究費等の推移

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度～＞

▲３７百万円１，２４７百万円 １，２１０百万円１，２７１百万円

≪削減額≫

１

主な内訳等 ・備品費・消耗品費等の見直しによる減 ･･････▲ ３５ 百万円

・一斉取締試験等業務の見直しによる減 ･･････▲ ２百万円



（１）一斉取締試験等業務に係る経費削減

○ 一斉取締試験等業務の予算額については 消耗器材費約２百万円を減額した

４．事務・事業の改革

○ 斉取締試験等業務の予算額については、消耗器材費約２百万円を減額した。

⇒ 不良医薬品等の発生の減少等から試験実施件数も減少しているため、試験に用いる消耗器材を効率的に使用

することにより、一斉取締試験等業務については、平成２３年度予算を概算要求時の１３百万円から１１百万円

（▲２百万円）に減額した。

改善効果

 一斉取締試験等業務に係るコスト削減

（２）国民 の情報提供（２）国民への情報提供

○ 国立衛研の活動について、情報提供を行う。

⇒ 国立衛研の活動を広く一般の方々に知っていただくため、また、科学技術について理解と関心を深めていただく

ことを目的として、毎年７月末の平日に開催している「一般公開」を来所者へのアンケート調査を踏まえ、平成２３

年度より土曜日又は日曜日に開催するとともに、職員の資質向上を目的として所内で開催している講演会を一般

に公開するなど、国民への情報提供に一層努める。

また、平成２１年度より、各研究者の毎月の研究実績をマンスリーリポートとしてホームページに掲載しているとこ

ろであり、引き続きホームページの充実に努める。

改善効果

２

 専門研究分野を活かした社会貢献及び国立衛研の認知度の向上

改善効果



（３）レギュラトリーサイエンス（厚生労働行政に科学的根拠を与える試験・調査研究）に係る基礎的

研究の充実等

○ 医薬品等の承認審査に必要なガイドライン・試験法、あるいは輸入食品の検査に必要な試験法などの作成に係る研究

といった、レギュラトリーサイエンス（厚生労働行政に科学的根拠を与える試験・研究調査）を行っており、そのためには、

関連する分野の最新の科学技術の進歩を踏まえた基礎的研究の蓄積が不可欠である。

研究 充実等

積

⇒ 任期付き職員、再任用職員、非常勤職員等を活用することにより、レギュラトリーサイエンス分野の人材の充実及
び基礎的研究を推進する。

○ 国立衛研の試験 調査研究業務に係わる運営全体について 総合的見地から研究機関評価を実施し 結果を公表する

仕分け後

○ 国立衛研の試験・調査研究業務に係わる運営全体について、総合的見地から研究機関評価を実施し、結果を公表する

とともに、半年毎の組織目標の実績を公表する。

⇒ これまでも、３年に１回、外部委員による機関評価を実施して、その結果を厚生科学審議会に報告するとともに、国立
衛研ホームページにおいても公表してきたところである 今後は さらに国立衛研の各部門の半年毎の組織目標の実衛研ホームページにおいても公表してきたところである。今後は、さらに国立衛研の各部門の半年毎の組織目標の実
績を、平成22年度下半期分から順次ホームページで公表することとする。

○ 地方衛生研究所の研究水準の向上のため、地方衛生研究所との協議会を通して交流を深めるとともに、地方衛生研

究所職員の長期受入を積極的に進める。究所職員の長期受入を積極的に進める。

⇒ 地方衛生研究所に対し、国立衛研主催の特別講演会（年４～６回程度）及び平成２３年度から開催するシンポジウ
ム（年１回）への参加を呼びかける。また、地方衛生研究所からの短期の人材の受入について引き続き推進すると
ともに、長期の人材の受入についても、要望があれば10名程度積極的に受け入れる。

 レギュラトリーサイエンス分野の人材の充実及び基礎的研究の推進

改善効果

３

 調査研究各部門の業績の公表の推進による国立衛研の認知度の向上

 人材交流の推進による地方衛生研究所の研究水準の向上



５．これまで行ってきた組織・業務の見直し

（１）組織の見直し
○平成１４年４月 医薬品や食品の安全性、有効性の評価に関する調査研究を総合的に推進→国立試験研究機関の再構築

・国立感染症研究所及び国立公衆衛生院の食品部門との統合

・伊豆薬用植物栽培試験場を廃止

・遺伝子細胞医薬部、食品衛生管理部、医薬安全科学部の３部を新設

○平成１６年４月 医薬品等承認審査機関の統合 → （独）医薬品医療機器総合機構の設置

・医薬品医療機器審査センターを分離し、（独）医薬品医療機器総合機構に統合

○平成１７年４月 医薬品等技術の向上のための基盤技術の研究環境整備 → （独）医薬基盤研究所の設置

・大阪支所の廃止

・細胞バンク業務及び薬用植物栽培試験場（北海道､筑波､和歌山､種子島）を（独）医薬基盤研究所に移管

（２）業務の見直し（研究開発機関評価等への対応）
○平成１５年４月 情報部門の強化：対象範囲（化学物質）に医薬品、食品を追加（化学物質情報部 → 安全情報部）

○平成１９年４月 対応部の明確化：生殖毒性（薬理部 → 毒性部）

食品関連部門の強化：新開発食品と食品アレルギー（食品部 → 代謝生化学部）

情報部門の整理：ネットワーク管理（安全情報部 → 医薬安全科学部）

○平成２０年４月 細胞組織医療機器体制の強化：療品部の室を振替（理化学試験室→第４室）

○平成２２年４月 業務の整理統合：生活関連製品業務の統合（生活衛生化学部）

医療機器への特化（医療機器部）

４



参考：国立衛研の課題（府中移転の遅れと庁舎の老朽化）

○府中移転の経緯と現状

・昭和63年：国立衛研の移転決定（閣議決定）

○老朽化した庁舎

・事務及び研究庁舎等は、敷地内に23棟が散在

最も古い棟は旧日本陸軍の庁舎
・平成元年 ：移転先が府中市米軍基地跡地に決定

先行して処分されていた基地跡地の利用（斎場
建設）問題、厚労省の直轄研究所の再編問題、
東京都や府中市の財源問題等から、移転作業が

・最も古い棟は旧日本陸軍の庁舎
その他の棟もほとんどが昭和30年代から50年代に
建築された棟がほとんどであり、旧耐震基準（昭和
56年以前）で建設

・府中移転を控えていることから、これまで新規施設東京都や府中市の財源問題等から、移転作業が
一時期停滞

・平成18、20、21年：住民説明会開催

・平成20年10月：府中市は「府中基地跡地留保地利
用用計画」を策定し、財務省に提

の建築や施設の大幅な改修等は行っていない

用用計 」を策定 、財務省 提
出

・平成21年11月：行政刷新会議で国家公務員宿舎建
設の見直し

→ 府中基地跡地の国家公務員宿舎建設は凍結

○庁舎及び設備の老朽化により、漏水
が発生、漏電による火災や自然災害
によ 庁舎倒壊 恐れあり・平成22年 ３月：基地跡地に鉛の土壌汚染の存在が

判明

・平成22年 ７月：特定国有財産整備計画の要求

（移転時期の見込は平成30年度末）

による庁舎倒壊の恐れあり
→ 早期移転
→ 現状維持のための改修

が必要

これまで行ってきた事業
○都市計画変更（用途地域及び地区計画）に係る協議 ○住民説明会の開催 ○現況交通量調査 ○生態系調査

５

○都市計画変更（用途地域及び地区計画）に係る協議 ○住民説明会の開催 ○現況交通量調査 ○生態系調査
○風評被害調査 ○地質調査 ○建築基本条件書の作成 ○各研究室の諸元表等（機器リスト含む）の作成 等



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（国立医薬品食品衛生研究所）

が が

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

評決結果において改革案は妥当との判断が多数であったが、コメントとして指摘のあった
以下については、見直しを行うものとする。

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．・調査研究部門のそれぞれの実績
が良くわからない。各部門につき、

１．調査研究部門の業績の点検及び結果の公表

仕分け後 改革案業績を明確にして点検を行うべき。

・国民の安全確保を担う重要な機関
であることについて 研究成果を含

＜仕分け後の改革案＞

・これまでも、３年に１回、外部委員による機関評価を実施して、その
結果を厚生科学審議会に報告するとともに、国立衛研ホームページ
においても公表してきたところである 今後は さらに国立衛研の各であることについて、研究成果を含

めて情報公開を進めるべき。

においても公表してきたところである。今後は、さらに国立衛研の各
部門の半年毎の組織目標の実績を、平成22年度下半期分から順次
ホームページで公表することとする。

２．研究職の固定化を防ぐとともに、地
方衛生研究所の水準向上のために
も、人材交流、特に地方衛生研究所
職員の長期受入を積極的に進める

２．地方衛生研究所との人材交流の推進

＜仕分け後の改革案＞

職員の長期受入を積極的に進める
べき。

・地方衛生研究所に対し、国立衛研主催の特別講演会（年４～６回
程度）及び平成２３年度から開催するシンポジウム（年１回）への参
加を呼びかける。また、地方衛生研究所からの短期の人材の受入
について引き続き推進するとともに、長期の人材の受入についても、
要望があれば10名程度積極的に受け入れる要望があれば10名程度積極的に受け入れる。

６



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

３．管理部門の必要性についてチェック
を行うべき。

３．管理部門のスリム化

・管理部門について、１８年度からの５年間で５人を削減し合理化を
行っており、引き続き毎年度その必要性の検討を行う。

２９人（１８年度） → ２４人（２３年度） ▲５人（▲１７％の削減）

４．若い研究者の関与の減少（ポスドク
の削減など）が将来的な研究活力・

４．レギュラトリーサイエンス分野の人材の充実及び基礎的研究
の推進の削減など）が将来的な研究活力・

研究能力の低下につながらないよう
にすべき。

の推進

・任期付き職員、再任用職員、非常勤職員等を活用することにより、任期付き職員、再任用職員、非常勤職員等を活用する より、
レギュラトリーサイエンス分野の人材の充実及び基礎的研究を推進
する。

７



国立医薬品食品衛生研究所 概要

≪基礎データ≫ ≪組織図≫ 総務部 総務課

職員

２２年度 ２１年度

管理部門 ２４人 ２６人

予算額

２２年度 ２１年度

運営費
（うち人件費）

２１.５億円
（１９ ２億円）

２２.１億円
（１９ ８億円）

企画調整主幹

薬品部

生物薬品部

会計課

業務課

研究部門 １９２人 １９１人

計 ２１６人 ２１７人

（うち人件費） （１９.２億円） （１９.８億円）

試験研究費等 １０.２億円 １０.５億円

施設整備費 ０.１億円 ３.５億円

生薬部

遺伝子細胞医薬部

医療機器部

事務 事

※端数の影響により、計と一致しない

計 ３１.８億円 ３６.０億円

食品部

有機化学部

機能生化学部

副
所

所

※管理部門には、所長、副所長、総務部総務課及び
総務部会計課職員を計上

※上記以外に厚生労働本省から支出委任を受けている

≪主な事務・事業≫

事務・事業 業務内容 ２２年度
予算額

○医薬品等の品質 安全性 有効性の評価及び

食品添加物部

食品衛生管理部

衛生微生物部

所
長長

※上記以外に厚生労働本省から支出委任を受けている
業務がある。

試験 調査研究業務

○医薬品等の品質・安全性・有効性の評価及び
関連する研究

○食品中の残留農薬、食品添加物等の分析法の
研究

○化粧品、家庭用品、飲料水及び室内空気等の
衛生化学的試験・研究

○医薬品 食品 化学物質の安全性に関する国 １０ １

生活衛生化学部

代謝生化学部

安全情報部

試験・調査研究業務 ○医薬品、食品、化学物質の安全性に関する国
内外の情報収集・解析・発信、データベース
の作成、国際機関との協力

○実験動物、細胞等を用い、医薬品、食品・食
品添加物、食品用器具・容器包装等の化学物
質について、安全性及び有効性を確保するた
めの試験・研究

１０.１
億円 医薬安全科学部

毒性部

薬理部

等

一斉取締試験等業務
○医薬品・医療機器、食品、医薬部外品、化粧
品について、薬事法等に基づく試験・検査等
を実施

０.１３
億円

病理部

変異遺伝部

総合評価研究室

安全性生物試験
研究センター

８

･･管理部門


